
どうやって制度に紐付けて事業安定性を確保するか？

　こども宅食は、食品の確保や配送、関係性の維持・構築、相談支援へのつな

がりなど、事業活動が幅広く、人件費を始めとして一定の費用がかかります。

また、利用家庭から入手した支援につながるような有用な情報を、効果的に活

用していくためには、自治体や地域の関係団体との連携は不可欠です。

　つまり、①安定的な財源の確保、②地域で支援をしていくための包括的な仕

組み／実行体制づくりが必要になりますが、これらを実現するためには、既存

の制度との紐付けが必須です。この点をこの「食のアウトリーチ支援をどの

ように制度にしていくべきか」で議論していきます。

　あとで基調講演できたら差し替え



本セッションの流れ

　40分　

質疑応答　

　全国の事業実施上の「課題」とは？5分

　国会議員によるパネルディスカッション

   アウトリーチ型の食支援の

　全国普及に向けて

　支援対象児童等見守り強化事業

　親子の見守りに関する最新の制度を知る5分



親子の見守りに関する最新の制度を知る

「支援対象児童等見守り強化事業」



厚生労働省 子ども家庭局
家庭福祉課 虐待防止対策推進室

XXX 氏
お写真あれば

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



● R2年度の全国の実施箇所数など、概数を教えていただけますで
しょうか？

● その中で、宅食やお弁当配送など、食のアウトリーチ型の事業の
割合を教えていただけますでしょうか

令和２年度の事業実施状況の振り返り
二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



令和３年度（15ヶ月予算）の予算の特徴

● 全国の事業ニーズに応えられるよう、

令和3年度は総額36億円の予算が組まれた

● 補助基準額は１箇所あたり972万円

● 全額国庫補助も継続される

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



全国でよくある質問①

「要保護児童対策協議会の構成員の民間団体 　
でなければ事業は実施できない？」

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



民間団体等は要対協の構成員に限定しない

!

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



全国でよくある質問②

「本事業の対象は、要対協に登録されてる

　支援対象児童等だけなのではないか？」

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



令和2年6月17日付事務連絡　厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課「支援対象児童等見守り強化事業の実施に係る自治体向けQ&Aについて」より

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



【事例】京都市の支援対象児童等見守り強化事業（令和2年度）

二ノ宮さま：実例があるとよい
かと思い、例示しました。紹介
するとなれば、念の為京都市
担当にも当方より事前連絡い
たします。



全国でよくある質問②

　自治体「ＮＰＯの取組を行政が関与した形　で新

しく事業を作るのは難しい…」

二ノ宮さま：ご確認よろしくお願いします。

議連勉強会のこちらの資料より抜粋：
https://hiromare-takushoku.jp/wp/wp-content/upl
oads/2020/10/doc_20201014_2_1.pdf



● すでに地域において宅食や子ども食堂などの取り組みを行っ

ているNPO等の事業者

● 市町村社会福祉協議会や地域支援のための事業を展開する

社会福祉法人などこうした趣旨の活動を行う団体・法人

● 子育て支援に関して全国的に展開している団体

　

　などに相談することなどが考えられます。

事業を実施するためのハードルを下げる工夫の一例：
二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



● 最後に、本事業を実施中、実施を検討する地域への期待や
事業の普及に関するメッセージをお願いいたします。

二ノ宮さま：ご確認よろし
くお願いします。



登壇者の紹介

元厚生労働副大臣
参議院議員

山本 香苗 氏

衆議院議員 

初鹿 明博 氏

文京区長

成澤廣修 氏

総務大臣政務官
衆議院議員

木村 弥生 氏

　登壇者確定したら差し替え



　全国の事業実施上の課題とは？ 
 



大阪市宮崎県 三股町

町の人口 2.5万人 市の人口 270万人

全国の自治体は、人口や面積などに違いがあり多様

100倍



全国からの声①

補助基準額は一律だが何世帯の見守りを

する想定の金額なのか？　市内全域を

カバーするには複数の団体が必要だが、

市社協のように大きな団体もあれば、

小規模な食堂もあり・・・

ある政令指定都市の議員



団体Bが970万円で
カバー可

団体Cが970万円で
カバー可

団体Aが970万円で
カバー可

どの団体もカバーできない区域や児童

例えば、複数団体に970万円で事業を委託しても、
市内全域の必要な世帯をカバーできない場合・・・



補助基準額が一律だとしても
１団体に複数区域を委託

一団体あたりの補助基準額が一律（970万円まで）であり、柔軟な
事業設計が難しい。

団体Bが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Cが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Aが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Aが追加970万円で
カバーできる区域

（一定の条件を満たせば可 （後述））

団体B

団体C

団体A

補助基準額にかかわらず、
訪問数や児童数に応じて委託

300人 2.4千万円

100人 800万円

200人 1.6千万円



事業の全国普及の課題①

補助基準額が一律であり、

人口の多い自治体での大型事業が困難

（支援対象児童等見守り強化事業について）



よくある場面 　母子保健から質問「気になっているあの家庭…
こども宅食の前回の訪問のときはどうでしたか？」

50 画像はイメージです



全国からの声②　事業推進にあたりどんなサポートが必要か？

78%

個人情報の取り扱い（法令遵守、記録の管理、行政との連携
など）に関する研修や先進事例に関する情報提供



官民連携で家庭を見守る上で

情報共有はどうあるべきか？

事業の全国普及の課題②

　



CONFIDENTIAL 

2021年こども宅食実施者向けアンケート（n=60）

全国からの声③　「個人情報」にも事業サポートのニーズは高い

88%

「全国の実施事例に関する情報」が必要

＜内部メモ＞あとで調査パートと微
調整検討



CONFIDENTIAL 

2021年こども宅食実施者向けアンケート（n=60）

77%

「利用家庭と関係性を築くためのノウハウ」が必要

73%
＜内部メモ＞あとで調査パートと微
調整検討



全国の自治体・民間団体が

事業のノウハウを学ぶ機会が不足

事業の全国普及の課題③



56

パネルディスカッション 



事業の全国普及の課題①

補助基準額が一律であり、

人口の多い自治体での大型事業が困難

（支援対象児童等見守り強化事業について）



大阪市宮崎県 三股町

町の人口 2.5万人 市の人口 270万人

全国の自治体は、人口や面積などに違いがあり多様

100倍



全国からの声①

補助基準額は一律だが何世帯の見守りを

する想定の金額なのか？　市内全域を

カバーするには複数の団体が必要だが、

市社協のように大きな団体もあれば、

小規模な食堂もあり・・・

ある政令指定都市の議員



団体Bが970万円で
カバー可

団体Cが970万円で
カバー可

団体Aが970万円で
カバー可

どの団体もカバーできない区域や児童

例えば、複数団体に970万円で事業を委託しても、
市内全域の必要な世帯をカバーできない場合・・・



補助基準額が一律だとしても
１団体に複数区域を委託

一団体あたりの補助基準額が一律（970万円まで）であり、柔軟な
事業設計が難しい。

団体Bが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Cが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Aが
970万円で
カバーでき

る区域

団体Aが追加970万円で
カバーできる区域

（一定の条件を満たせば可 （後述））

団体B

団体C

団体A

補助基準額にかかわらず、
訪問数や児童数に応じて委託

300人 2.4千万円

100人 800万円

200人 1.6千万円



事業の担い手の想定：

補助基準額で十分な一般的な規模の地域の民間団体（子ども食堂など）

そもそも「一団体あたり」の補助基準額 となっているのは・・・

社会福祉法人など規模が大きな団体の実施も想定し、

自治体内で、同一団体でも「事業所」単位であれば予算を活用できるよ

うにQ&Aで明記された（令和2年11月10日付 事務連絡）

より使いやすく

二ノ宮さま：念の為ご確認
よろしくお願いします。



市の児童家庭支援センターを
受託するNPO

人口の多い地域では特に、

● 規模の大きな団体が担い手 になる場合や、

政令指定都市 浜松市中核市 長崎市

県のひとり親自立支援センター



社会福祉法人 あだち福祉会
こども宅食の梱包作業の様子

中京区・伏見区の

240世帯を支援



● 地域資源の有効活用として、事業を 複数団体のグループで実

施する、といった工夫が出てくる可能性もある

団体A 団体B 団体C

XX市こども見守り便 実行委員会



政令指定都市 新潟市（にいがたお米プロジェクト）

利用者対応・宅配：
 地元のNPO

お米の確保：
フードバンク、JA

精米、袋詰め：
生協

※支援対象児童等見守り強化事業ではなく民間独自の事業です。



児童数が多い大規模な自治体でも 
活用しやすい制度(予算) にするには

どうすればいいか？ 

パネルディスカッション①


